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6 2023（令和5年）

スタートアップ創出促進保証制度
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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
21日・春分の日

国　税／5月分源泉所得税の納付�
� 6月12日
国　税／所得税の予定納税額の通知�
� 6月15日
国　税／�4月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等）� 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告�
� 6月30日
国　税／�7月、10月、1月決算法人

の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 6月30日

地方税／�個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分）� �
� 市町村の条例で定める日

労　務／�健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届� �
� 支払後5日以内

労　務／�児童手当現況届（市町村役
場に提出）� 6月30日

　経営者保証を不要とする信用保証制度。創業予定者や分社化予
定者、創業後5年未満の法人などを対象に、保証限度額3,500万円、
保証期間10年以内、据置期間1年（一定要件満たすと3年）以内、
信用保証協会所定の創業関連保証の保証料率に0.2％上乗せした保
証料率で、審査の上、融資が受けられます。



6 月号─2

一  　

金
融
商
品

　

金
融
商
品
に
は
、
株
式
や
債
券
、

投
資
信
託
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
種
類

が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
メ
リ
ッ
ト

と
デ
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
、
大
き
な
収

益
を
得
ら
れ
る
も
の
に
は
、
そ
れ
な

り
に
リ
ス
ク
を
伴
い
ま
す
。

　

金
融
商
品
の
う
ち
投
資
信
託
は
、

運
用
を
投
資
の
専
門
家
に
任
せ
る
の

で
、
元
本
割
れ
を
す
る
可
能
性
は
あ

り
ま
す
が
、
株
式
よ
り
も
リ
ス
ク
は

低
め
で
、
投
資
の
初
心
者
に
は
比
較

的
始
め
や
す
い
金
融
商
品
で
す
。

二  　

投
資
信
託
の
仕
組
み

　

投
資
信
託
は
、
運
用
会
社
が
開
発

す
る
金
融
商
品
で
、
銀
行
や
証
券
会

社
な
ど
の
販
売
会
社
で
購
入
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
投
資
家
か
ら
支
払

わ
れ
た
申
込
金
は
信
託
銀
行
に
集
め

ら
れ
、
信
託
銀
行
は
運
用
会
社
の
指

示
に
基
づ
い
て
運
用
を
行
い
ま
す
。

運
用
会
社
は
、
決
算
ご
と
に
運
用
報

告
書
を
発
行
し
ま
す
。

　

投
資
信
託
は
、
運
用
に
よ
っ
て
得

ら
れ
た
利
益
を
投
資
家
に
分
配
す
る

「
分
配
金
」
と
、
投
資
信
託
を
換
金

す
る
こ
と
で
生
じ
る
「
譲
渡
益
」
の

２
種
類
の
利
益
が
生
じ
ま
す
。
な
お
、

投
資
信
託
を
購
入
し
た
時
よ
り
も
基

準
価
額
が
下
落
し
た
と
き
に
換
金
す

れ
ば
、「
譲
渡
損
」
に
な
り
ま
す
。

投
資
信
託
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
利
益

に
は
、
所
得
税
と
住
民
税
を
合
わ
せ

て
20
・
３
１
５
％
の
税
金
が
課
税
さ

れ
ま
す
。

三  　

従
来
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

　

株
式
や
投
資
信
託
な
ど
の
金
融
商

品
を
運
用
し
て
得
た
利
益
に
は
、
所

得
税
や
住
民
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
専
用
の
口
座
内
で
一

定
の
範
囲
内
で
購
入
し
た
金
融
商
品

か
ら
得
ら
れ
た
利
益
に
は
、
税
金
が

か
か
ら
な
く
な
る
制
度
で
す
。
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
に
は
、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
、
つ
み

た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
、
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
が
あ
り
、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
平
成

26
年
１
月
か
ら
、
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
は
平
成
30
年
１
月
か
ら
、
ジ
ュ
ニ

ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
平
成
28
年
４
月
か
ら

制
度
が
開
始
さ
れ
ま
し
た
。

　

一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
毎
年
１
２
０

万
円
分
の
非
課
税
投
資
枠
が
あ
り
、

こ
の
範
囲
内
で
購
入
し
た
金
融
資
産

に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
利
益
に
つ
い
て

は
、
購
入
し
た
年
か
ら
５
年
間
は
課

税
さ
れ
ま
せ
ん
。
１
２
０
万
円
×
５

年
間
で
最
大
６
０
０
万
円
、
非
課
税

で
保
有
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た

だ
し
、
そ
の
年
に
未
使
用
の
非
課
税

枠
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
こ
れ
を
翌

年
以
降
に
繰
り
越
す
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
株
式
・

投
資
信
託
や
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
な
ど
、
多
く

の
金
融
商
品
が
対
象
に
な
り
ま
す
。

　

つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
毎
年
40

万
円
分
の
非
課
税
投
資
枠
が
あ
り
、

こ
の
範
囲
内
で
購
入
し
た
金
融
資
産

に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
利
益
に
つ
い
て

は
、
購
入
し
た
年
か
ら
20
年
間
は
課

税
さ
れ
ま
せ
ん
。
対
象
と
な
る
金
融

商
品
は
、
長
期
の
積
立
・
分
散
投
資

に
適
し
た
一
定
の
投
資
信
託
な
ど
に

限
ら
れ
ま
す
。

　

ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
毎
年
80

万
円
の
非
課
税
投
資
枠
が
あ
り
ま

す
。
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
や
つ
み
た
て
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
と
違
い
、
未
成
年
者
し
か
口

座
を
開
設
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

ま
た
18
歳
ま
で
は
、
災
害
等
や
む
を

得
な
い
場
合
を
除
い
て
原
則
と
し
て

払
出
し
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
は
、
１
人
に
つ
き

１
口
座
し
か
開
設
す
る
こ
と
が
で
き

ま
せ
ん
。
ま
た
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
内
で
、

一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
又
は
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
の
ど
ち
ら
か
一
方
を
選
択
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

四　

�

令
和
６
年
か
ら
ス
タ
ー
ト

す
る「
新
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」

　

令
和
５
年
度
の
税
制
改
正
に
よ
っ

て
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
が
令
和
６
年
か

ら
抜
本
的
に
拡
充
・
恒
久
化
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

新
し
い
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
で
は
、
従

来
の
「
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」、「
つ
み
た

て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
が
廃
止
さ
れ
、「
つ

み
た
て
投
資
枠
」、「
成
長
投
資
枠
」

に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
令
和
５
年

ま
で
に
従
来
の
制
度
で
投
資
を
し
た

商
品
に
つ
い
て
は
、
新
し
い
Ｎ
Ｉ
Ｓ

令和５年度税制改正で
NISA制度が変わります



3─6月号

Ａ
制
度
と
は
切
り
離
し
て
、
従
来
の

制
度
に
お
け
る
非
課
税
措
置
が
適
用

さ
れ
ま
す
。
な
お
、
従
来
の
制
度
に

お
け
る
非
課
税
期
間
が
終
了
し
た
後

に
、
保
有
し
て
い
る
金
融
資
産
を
新

し
い
制
度
の
非
課
税
投
資
枠
に
移
す

こ
と（
ロ
ー
ル
オ
ー
バ
ー
と
い
い
ま
す
）

は
、
で
き
ま
せ
ん
。

　

新
し
い
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
は
、
つ
み

た
て
投
資
枠
と
成
長
投
資
枠
を
併
用

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
年
間
投
資

枠
は
、
つ
み
た
て
投
資
枠
が
１
２
０

万
円
で
成
長
投
資
枠
が
２
４
０
万
円

な
の
で
、
合
計
で
年
間
３
６
０
万
円

ま
で
投
資
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

非
課
税
で
保
有
で
き
る
限
度
額
は
、

つ
み
た
て
投
資
枠
と
成
長
投
資
枠
を

合
わ
せ
て
１
８
０
０
万
円
ま
で
で
、

そ
の
う
ち
成
長
投
資
枠
に
つ
い
て
は

１
２
０
０
万
円
に
な
り
ま
す
。
こ
の

金
額
は
、
買
付
残
高
（
簿
価
残
高
）

で
管
理
さ
れ
ま
す
。

　

従
来
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
は
、
一
度
利

用
し
た
非
課
税
枠
は
、
金
融
商
品
を

売
却
し
て
も
再
利
用
す
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
新
し
い
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
制
度
で
は
、
金
融
商
品
を
売
却

す
る
と
非
課
税
枠
を
再
利
用
で
き
る

よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

非
課
税
保
有
期
間
が
無
期
限
に
な

る
こ
と
か
ら
、
定
期
的
に
利
用
者
の

住
所
な
ど
を
確
認
し
て
、
制
度
の
適

正
な
運
用
を
担
保
す
る
こ
と
や
、
非

課
税
保
有
限
度
額
に
つ
い
て
の
情
報

を
国
税
庁
が
管
理
す
る
制
度
も
設
け

ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
従
来
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
を
利
用
し
て
い
る
人
に
つ
い
て
は
、

新
制
度
の
開
始
時
に
新
し
い
口
座
が

自
動
的
に
設
定
さ
れ
る
な
ど
、
新
制

度
の
手
続
き
が
複
雑
に
な
ら
な
い
よ

う
に
手
当
て
さ
れ
ま
す
。

　

ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
つ
い
て
は
、

令
和
５
年
で
終
了
に
な
り
ま
す
。
従

来
の
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
投
資
し

た
商
品
に
つ
い
て
は
、
非
課
税
期
間

が
終
了
し
た
後
は
自
動
的
に
継
続
管

理
勘
定
に
移
管
さ
れ
て
、
18
歳
に
な

る
ま
で
非
課
税
で
保
有
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

従来のNISA と新しいNISA の比較� 金融庁資料より

従来のNISA
つみたてNISA　 一般 NISA ジュニアNISA

年間投資枠 40 万円 120 万円 80 万円
非課税保有期間 20 年間 5年間 5年間
非課税保有限度額 800 万円 600 万円 400 万円

投資対象商品 長期の積立・分散投資に
適した一定の投資信託　

上場株式　投資信託
REIT　など

上場株式　投資信託
REIT　など

対象年齢 18 歳以上 18 歳以上 18 歳未満

令和 6年から

新しいNISA

ジ
ュ
ニ
ア
N
I
S
A
は
廃
止

つみたて投資枠　 　成長投資枠
年間投資枠 120 万円 240 万円
非課税保有期間 無期限化 無期限化

非課税保有限度額
1,800 万円（枠の再利用が可能）

1,200 万円（内数）
口座開設期間 恒久化 恒久化

投資対象商品 従来のつみたてNISA
対象商品と同様　　　

上場株式　　　
投資信託など注

対象年齢 18 歳以上 18 歳以上

注　整理・監理銘柄、信託期間 20 年未満、高レバレッジ型及び毎月分配型の投資信託などを除外

選択制

併用可



6 月号─4

　自然災害等により被害を受けた人が作成
する契約書等については、印紙税を非課税
とする措置が設けられています。
１　自然災害とは？
　暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、
津波、噴火その他の異常な自然現象により
生じる被害のうち、被災者生活再建支援法
の適用を受ける災害をいいます。
２　対象となる契約書の範囲
　平成28年4月1日以後に発生した自然
災害により滅失し、又は損壊したため取り
壊した建物（各 「々滅失等建物」・「損壊建物」
といいます。）の代替建物を取得する場合
等において、その被災者が作成する一定の
契約書で、その自然災害の発生した日から
5年以内に作成するものが対象です。次の
3つの要件を満たす必要があります。
⑴　「不動産の譲渡に関する契約書（第1号

文書）」又は「建設工事の請負に関する契
約書（第2号文書のうち一定のもの）」で
あること
⑵　「被災者」が作成する契約書であるこ
と
⑶　次の①から⑥のいずれかの場合に作成
する契約書であること（なお、代替建物
については、滅失等建物に代わるもので
あることが、契約書等において明らかに
されている必要があります。）
①　滅失等建物が所在した土地を譲渡す
る場合
②　損壊建物を譲渡する場合
③　滅失等建物に代わる建物（代替建物）
の敷地のための土地を取得する場合
④　代替建物を取得する場合
⑤　代替建物を新築する場合
⑥　損壊建物を修繕する場合
３　すでに印紙税を納付してしまった場合
　税務署長の過誤納確認を受けることによ
り、その納付された印紙税額に相当する金
額の還付を受けることができます。

被災者が作成する契約書の
印紙税非課税措置

＜当事務所の業務内容＞
１．会　　計	 ⑴　会計システムのサポート（システム分析、記帳指導、TKC・JDL他 OA指導）
	 ⑵　財務・金融面の指導（資金繰り指導、金融機関の御紹介等）
２．税　　務	 ⑴　税務代理、税務申告書の作成、税務相談
	 ⑵　タックスプランニング、相続、贈与、事業承継設計
３．FP（ファイナンシャル・プランニング）業務（日本FP協会埼玉支部所属）
４．経営支援	 ⑴　会社設立、各種規程（就業規則等）の作成
	 ⑵　管理会計指導（継続MAS）
５．提 携 先　弁護士（峰岸）、司法書士（森崎）、社会保険労務士（戸田）、土地家屋調査士（片岡）、
	 不動産鑑定士（鎌倉・岸田）、不動産会社、建設会社、保険会社は多数あり。

※　資格者�　税理士 5名（顧問含む）、社会保険労務士 1名、行政書士 1名、宅地建物取引士 2名、
税理士科目合格者 5名、不動産コンサルタント 1名、CFP 3 名、AFP 7 名、FP技能士 6名、
生保資格者多数、損保資格者 2名、秘書資格者 2名

（
ス
タ
ッ
フ
）

第１監査班
　星野顧問

①財務支援 水落大介
（AFP）

―
　
内田祐輝

　
―
　
溝上加奈

　

②　 〃 　 廣井里美
（AFP）

―
　
鈴木千尋

　
―
　
篠崎理沙
（FP）

―
　
大山美香子
（システムエンジニア）

③　 〃 　 浜崎雄樹
（社会保険労務士）

―
　
辻　　綾
（FP）

―
　
松本由紀

　
―
　
黒川はるか

　

第２監査班
柴崎コーチ

①経営支援 中村大祐
（税理士合格者）

―
　
山　大裕
（1級FP・宅建）

―
　
元橋曉潔
（AFP）

―
　

②　 〃 　 木村隆志
（科目合格者）

―
　
山田直緒子
（AFP）

―
　
北村実喜
（科目合格者）

―
　
間口　肇
（MBA・AFP）

第３監査班
　神田顧問

①資産税　 大田　靖
（国税OB）

―
　
平野朋子
（AFP）

②　〃　　 月岡直樹
（税理士）

―
　
石津　悟
（CFP・宅建）


